
議案第１６１号

　　　令和３年度川崎市水道事業会計の利益処分及び決算認定について

　　　　　　　　　　　　令和４年 ９ 月 ２ 日提出

  　　　　　　　　　　　　　　　川崎市長　福　田　紀　彦

令和３年度川崎市水道事業会計に係る利益を処分したいので、地方公営企

業法第３２条第２項の規定により議決を求めるとともに、令和３年度川崎市

水道事業会計決算について、同法第３０条第４項の規定により、別紙監査委員

の意見を付して認定を求める。



令 和 ３ 年 度 川 崎 市  水 道 事 業 決 算 報 告 書

（１） 収益的収入及び支出

  収   入

第１款 △

第１項 営 業 収 益 △

第２項 営 業 外 収 益 △

第３項 特 別 利 益

  ※１  うち仮受消費税及び地方消費税 円

  ※２  うち仮受消費税及び地方消費税 円

  支   出

                             予                   算                   額

地方公営

企業法第

24条第3

項の規定

に よ る

支 出 額

円 円 円

第１款 0 33,772,917,000 33,772,917,000

第１項 営 業 費 用 0 32,627,820,000 32,627,820,000 ※１、４

第２項 営 業 外 費 用 0 1,126,716,000 1,126,716,000 ※２、５

第３項 特 別 損 失 0 8,381,000 8,381,000 ※３

第４項 予 備 費 0 10,000,000 10,000,000

  ※１  うち仮払消費税及び地方消費税 円

  ※２  うち仮払消費税及び地方消費税 円

  ※３  うち仮払消費税及び地方消費税 円

  ※４  地方公営企業法施行令第１８条第５項ただし書きの規定による超過支出 円

  ※５  地方公営企業法施行令第１８条第５項ただし書きの規定による超過支出 円6,153,888

1,166

合     計

地方公営

企業法第

26条第2

項の規定

に よ る

繰 越 額

31,586,095,576

3,639,581,000

3,656,000

3,378,696,815

31,627,358,000

5,359,531

0

円

0

0

0

0

0

1,008,443,007

円

31,050,025,633

32,063,828,171

※２

備

考

33,917,037

41,262,424

260,884,185

3,021,469

10,000,000

円

0

0

0

0

0

円

118,272,993

1,709,088,829

1,577,794,367

不  用  額
小   計

34,998,709,428

区         分 

0

3,656,000

0

0

区         分 決  算  額
当初予算額

予算額に比べ

決算額の増減

円

補正予算額

0

271,885,572

30,261,037

地方公営

企業法第

26条第2

項の規定

に よ る

繰 越 額

0

0

円

0

0

0

31,627,358,000

3,639,581,000

水 道 事 業 収 益

水 道 事 業 費 用

円

10,000,000

0

0

0

0

0

0

円

備     考

35,270,595,000

円

補正予算額

※１

0

予備費支出額

決  算  額

円

35,270,595,000

合     計

地方公営企業法第24条

流用増減額

円

                             予                   算                   額

当初予算額

円 円

第3項の規定による支

出額に係る財源充当額

0

0

1,763,749,090

19,101

457,845

2,835,547,777

156,103,801

0

0

円

033,772,917,000

32,627,820,000

1,126,716,000

8,381,000

0

0



（２） 資本的収入及び支出

  収   入

地 方 公 営 企 業

法 第 26 条 の

規 定 に よ る 繰 越額 に 係 る

繰 越 額 に 係 る

財 源 充 当 額

円 円 円 円 円 円

（1）翌年度へ繰下発行

（2）不用額

備    考

                                予                  算                  額

円

区       分

6,003,000,0005,050,000,000

5,501,437,000

企 業 債 0

2,398,000,000

円

第１款
水 道 事 業

資 本 的 収 入

  第１項

5,501,437,0000

5,050,000,000

予算額に比べ

決算額の増減

△

△

合    計

02,398,000,000

決  算  額
当初予算額 補正予算額 小      計

継 続 費 逓 次

財 源 充 当 額

400,077

43,940,361

7,448,000,000

1,401,434,7566,498,002,2440

208,420,361

7,899,437,000

△286,947,000

※企業債収入減額内訳

1,174,000,000円

1,445,000,000

  する額

24,96034,960

286,546,923

271,000,000円

0

0 164,480,0000

0  第２項 286,947,000

164,480,000

0

10,000 0 0

286,947,000

164,480,000

補 助 金

固 定 資 産

負 担 金 0  第３項

  第４項

売 却 代 金

10,000 0 10,000



  支   出

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

  第１項 12,092,879,000 0 0 0 12,092,879,000 4,056,782,158 0 16,149,661,158 12,509,217,687 3,155,302,619 0 3,155,302,619 485,140,852 ※１

  第４項 5,000,000 0 0 0 5,000,000 0 0 5,000,000 0 0 0 0 5,000,000

　※１   うち仮払消費税及び地方消費税 ############ 円

　資本的収入額が資本的支出額に不足する額 9,497,966,395 円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 1,085,286,716 円、減債積立金 3,065,773,601 円及び過年度分損益勘定留保資金

10,935
返 還 金

0 5,900,000 5,889,065 00 0 5,900,000 0 0 0  第３項
補 助 金

5,900,000 0

506,436,9003,155,302,6190

00

15,995,968,639 3,155,302,619

0

19,657,708,158

03,497,147,000 3,480,861,887

備 考
当初予算額

流
用
増
減
額

合     計

                                 予                    算                    額 翌 年 度 繰 越 額

不  用  額

継続費

逓  次

繰越額

決  算  額
合     計第26条の規定に

16,285,113

地方公営企業法

予 備 費

よ る 繰 越 額

建 設 改 良 費

資 本 的 支 出

区       分

支 出 額

継続費

逓  次

繰越額よ る 繰 越 額

地方公営企業法

第26条の規定に補正予算額

0

小   計

0

0 0

15,600,926,000

3,497,147,000

　 5,346,906,078 円で補てんした。

  第２項 3,497,147,000

第１款
水 道 事 業

4,056,782,158

0

予 備 費

企 業 債

償 還 金

15,600,926,000 0

0

0



（単位  円）

１

（１） 24,535,997,958

（２） 6,755,444

（３） 22,878,310

（４） 4,184,916,087 28,750,547,799

２

（１） 776,028,445

（２） 1,262,545,380

（３） 8,114,059,600

（４） 1,788,702,921

（５） 4,095,540,242

（６） 60,702,029

（７） 22,410,666

（８） 2,192,265,623

（９） 1,578,081,663

（10） 6,415,169,878

（11） 2,980,770,096 29,286,276,543

535,728,744

３

（１） 210,583

（２） 32,178,147

（３） 13,177,752

（４） 1,457,919,500

（５） 756,904,468

（６） 963,253,503 3,223,643,953

配 水 費

営 業 損 失

総 係 費

長 期 前 受 金 戻 入

資 産 減 耗 費

他 会 計 補 助 金

水 道 利 用 加 入 金

分 担 金

給 水 費

受 託 給 水 工 事 費

そ の 他 受 託 工 事 費

減 価 償 却 費

受 取 利 息 及 び 配 当 金

令和３年度川崎市水道事業損益計算書
（令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで）

営 業 収 益

営 業 費 用

営 業 外 収 益

雑 収 益

業 務 費

浄 水 費

給 水 収 益

受 託 給 水 工 事 収 益

そ の 他 受 託 工 事 収 益

そ の 他 の 営 業 収 益

原 水 費

受 水 費



４

（２） 47,920,687 874,446,054 2,349,197,899

1,813,469,155

５

（１） 286,812

（２） 498,293

（３） 3,497,522

（４） 29,634,410 33,917,037

６

（１） 4,901,686 4,901,686 29,015,351

1,842,484,506

3,065,773,601

4,908,258,107当年度未処分利益剰余金

当 年 度 純 利 益

そ の 他 未 処 分
利 益 剰 余 金 変 動 額

雑 支 出

826,525,367

長 期 前 受 金 戻 入

過 年 度 損 益 修 正 損

過 年 度 損 益 修 正 益

特 別 利 益

そ の 他 特 別 利 益

経 常 利 益

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 益

企 業 債 取 扱 諸 費

支 払 利 息 及 び
（１）

営 業 外 費 用



令和３年度川崎市水 道事業剰余金計算書

（令和３年４月１日から 令和４年３月３１日まで）

（単位　円）

剰余金

受贈財産
評価額

国県補助金
資本剰余金
合計

減債積立金
未処分利益
剰余金

利益剰余金
合計

95,797,681,685 199,405,532 750,584 200,156,116 0 6,295,941,762 6,295,941,762 102,293,779,563

3,230,168,161 0 0 0 3,065,773,601 △ 6,295,941,762 △ 3,230,168,161 0

3,230,168,161 0 0 0 3,065,773,601 △ 6,295,941,762 △ 3,230,168,161 0

資本金への組入れ 3,230,168,161 0 0 0 0 △ 3,230,168,161 △ 3,230,168,161 0

減債積立金の積立て 0 0 0 0 3,065,773,601 △ 3,065,773,601 0 0

99,027,849,846 199,405,532 750,584 200,156,116 3,065,773,601 0 3,065,773,601 102,293,779,563

0 258,192 0 258,192 △ 3,065,773,601 4,908,258,107 1,842,484,506 1,842,742,698

0 258,192 0 258,192 0 0 0 258,192

0 0 0 0 △ 3,065,773,601 3,065,773,601 0 0

0 0 0 0 0 1,842,484,506 1,842,484,506 1,842,484,506

99,027,849,846 199,663,724 750,584 200,414,308 0 4,908,258,107 4,908,258,107 104,136,522,261

（注）この計算書における△表記は、減少、損失又は欠損を示すものである。

減債積立金の取崩し

当年度純利益

当年度末残高

受贈財産の受入れ

資本金 資本合計

資本剰余金 利益剰余金

前年度末残高

前年度処分額

議会の議決による処分額

処分後残高

当年度変動額

（繰越利益剰余金）

（当年度未処分利益剰余金）



（単位　円）

令和３年度川崎市水道事業剰余金処分計算書

4,908,258,107

△ 4,908,258,107

99,027,849,846

3,065,773,601

200,414,308

未処分利益剰余金

議会の議決による処分額

資本剰余金資本金

0

当年度末残高

処分後残高 102,093,623,447

03,065,773,601

0200,414,308

0 0 △ 1,842,484,506減債積立金の積立て

△ 3,065,773,601資本金への組入れ

（繰越利益剰余金）



（単位  円）

１

（１）

ア 3,350,200,047

イ 7,332,437,491

△4,255,985,335 3,076,452,156

ウ 270,508,441,004

△133,010,691,396 137,497,749,608

エ 24,441,681,348

△12,694,850,481 11,746,830,867

オ 151,984,043

△86,288,543 65,695,500

カ 924,361,077

△653,317,619 271,043,458

キ 973,359,356

△359,998,336 613,361,020

ク 3,099,561,276

159,720,893,932

（２）

ア 2,392,644

イ 1,526,296,911

ウ 5,392,170

エ 63,071,736

オ 69,683,395

カ 984,570,459

2,651,407,315

（３）

ア 11,597,894,000

イ 5,132,458

無形固定資産仮勘定

出 資 金

投資その他の資産

施 設 利 用 権

無形固定資産合計

令和３年度川崎市水道事業貸借対照表
（令和４年３月３１日）

建 設 仮 勘 定

資  産  の  部

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

工具器具及び備品

減 価 償 却 累 計 額

リ ー ス 資 産

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

車 両 運 搬 具

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

地 上 権

有形固定資産合計

電 話 加 入 権

破 産 更 生 債 権 等

リ ー ス 資 産



△ 5,132,458 0

11,597,894,000

173,970,195,247

２

（１） 23,074,775,045

（２） 3,535,896,985

△ 25,301,107 3,510,595,878

（３） 551,000,384

（４） 977,081,856

（５） 114,307

28,113,567,470

202,083,762,717

３

（１）

68,297,168,649

68,297,168,649

（２） 535,235,689

（３）

ア 4,693,030,130

4,693,030,130

73,525,434,468

４

（１）

3,567,611,152

3,567,611,152

（２） 214,772,159

（３） 4,817,969,858

（４） 2,397,581,359

（５） 61,858,177

（６） 571,320

固 定 資 産 合 計

投 資 そ の 他 の
資 産 合 計

貸 倒 引 当 金

その他流動資産

建 設 改 良 費 等 の
財 源 に 充 て る
た め の 企 業 債

企 業 債 合 計

預 り 金

リ ー ス 債 務

企 業 債 合 計

未 払 金

流 動 負 債

前 受 金

現 金 預 金

未 払 費 用

企 業 債

ア

貯 蔵 品

貸 倒 引 当 金

リ ー ス 債 務

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

流 動 資 産

引 当 金

企 業 債

前 払 金

固 定 負 債

負  債  の  部

ア
建 設 改 良 費 等 の
財 源 に 充 て る
た め の 企 業 債

未 収 金

引 当 金 合 計

退 職 給 付 引 当 金

固 定 負 債 合 計



（７）

ア 393,202,631

393,202,631

11,453,566,656

５

（１）

ア 6,511,293,460

△3,273,984,443 3,237,309,017

イ 2,843,395,164

△733,679,437 2,109,715,727

ウ 2,224,104,458

△1,859,072,430 365,032,028

エ 17,748,373,547

△10,559,358,366 7,189,015,181

オ 131,796,401

△64,629,022 67,167,379

12,968,239,332

12,968,239,332

97,947,240,456

６ 99,027,849,846

７

（１）

ア 199,663,724

イ 750,584

200,414,308

（２）

4,908,258,107

5,108,672,415

104,136,522,261

202,083,762,717

その他長期前受金

収 益 化 累 計 額

資  本  の  部

資 本 剰 余 金 合 計

長 期 前 受 金 合 計

国 県 補 助 金

4,908,258,107

利 益 剰 余 金

引 当 金 合 計

収 益 化 累 計 額

収 益 化 累 計 額

工 事 負 担 金

一 般 会 計 補 助 金

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

引 当 金

賞 与 引 当 金

負 債 資 本 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 剰 余 金

剰 余 金

収 益 化 累 計 額

資 本 金

資 本 合 計

受 贈 財 産 評 価 額

利 益 剰 余 金

繰 延 収 益 合 計

ア
当 年 度 未 処 分

負 債 合 計

国 県 補 助 金

受 贈 財 産 評 価 額

収 益 化 累 計 額

流 動 負 債 合 計

利 益 剰 余 金 合 計



注記 

 １ 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（１）資産の評価基準及び評価方法 

   ア 貯蔵品   

先入先出法による原価法によっている（貸借対照表価額は収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法により算定）。 

（２）固定資産の減価償却の方法 

   ア 有形固定資産（リース資産を除く。） 

（ア）減価償却の方法 

     定額法による（ただし、取替資産については取替法による。）。 

（イ）主な耐用年数 

     建物       ３～６０年 

     構築物      ３～８０年 

     機械及び装置   ４～５０年 

     車両運搬具    ３～１２年 

     工具器具及び備品 ２～２０年 

   イ 無形固定資産（リース資産を除く。） 

（ア）減価償却の方法 

     定額法による。 

   ウ リース資産 

   （ア）所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

     自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用してい

る。 

   （イ）所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

     リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用している。 

（３）引当金の計上方法 

  ア 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上している。 

  イ 退職給付引当金 

職員の退職手当の支給に備えるため、当年度の退職手当の期末要支給額に相



当する金額を計上している。 

  ウ 賞与引当金 

職員の期末・勤勉手当の支給及び期末・勤勉手当支給に係る法定福利費の支

払に備えるため、当年度末における支給（支払）見込額に基づき、当年度の負

担に属する額を計上している。 

（４）その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項 

 ア 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き方式によっている。 

なお、控除対象外消費税額については、当年度の費用として処理している。 

 ２ キャッシュ・フロー計算書に関する注記 

（１）重要な非資金取引 

ア ファイナンス・リース取引による資産の取得 

当年度、新たに計上したファイナンス・リース取引に係る資産及び負債の額

は、それぞれ次のとおりである。 

リース資産  ３５３，６３０，１１８円 

リース債務  ３８８，９９３，１３０円 

イ 受贈財産の受入れによる資産の取得 

当年度、新たに計上した受贈財産の受入れによる資産の取得額は次のとおり

である。 

土地        ２５８，１９２円 

構築物    ３１，２３６，３３６円 

３ 貸借対照表に関する注記 

（１）企業債の償還に係る一般会計の負担 

貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して

１年以内に償還予定のものも含む。）のうち、一般会計が負担すると見込まれる

額は１，４０２，４４３，１０５円である。 

 （２）ファイナンス・リース取引に係るリース債務 

   リース債務は、消費税及び地方消費税相当額を含んでいる。 



４ セグメント情報に関する注記 

川崎市水道事業会計は、水道事業のみを運営しており、事業全体をもって単一

セグメントとしているため、セグメント情報の記載は省略している。 

 ５ その他の注記 

（１）長期継続契約に係るリース債務 

  通常の売買取引の方法に準じた会計処理を行ったリース取引に係るリース債

務のうち、地方自治法第２３４条の３に基づく長期継続契約に係るものは次のと

おりである。 

  短期リース債務  ２１４，７７２，１５９円 

  長期リース債務  ５３５，２３５，６８９円 

（２）貸倒引当金の目的使用による取り崩し 

  当年度において、債権の貸倒れによる損失として１３，２３２，８３９円を処

理するため、貸倒引当金１３，２３１，６７３円を取り崩している。 

（３）退職給付引当金の目的使用による取り崩し 

  当年度において、職員の退職手当として３０２，９９１，９００円を支給する

ため、退職給付引当金３０２，９９１，９００円を取り崩している。 

（４）賞与引当金の目的使用による取り崩し 

  当年度において、職員の期末・勤勉手当及び期末・勤勉手当の支給に係る法定

福利費として１，１６３，２００，１５７円を支給（支払）するため、賞与引当

金４１７，４８３，０２８円を取り崩している。 


